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台北 柯文哲（無） 580,663 41.06 丁守中（国）577,096 40.81 姚文智（民）244,342 17.28
新北 侯友宜（国）1,165,130 57.14 蘇貞昌（民）873,692 42.85
桃園 鄭文燦（民） 552,330 53.46 陳学聖（国）407,234 39.41 楊麗環（無） 51,518 4.98
台中 盧秀燕（国） 827,996 56.56 林佳龍（民）619,855 42.34 宋原通（無） 15,919 1.08
台南 黄偉哲（民） 367,518 38.01 高思博（国）312,874 32.36 陳永和（無）117,179 12.12










正がある。必要な提案者数は直近の総統選挙有権者の1000分の 5から 1万分の 1
へ，提案受理後の賛同署名数も同有権者の 5 ％から1.5％へと実施条件が大幅に







是非を問うテーマ 賛成 賛成しない 賛成/有権者の割合（％） 結果
第 7案 火力発電量を年平均 1％ずつ減らす 7,955,753 2,109,157 40.27 可決
第 8案 化石燃料を用いる発電所の建設，発電
機の増設を中止する
7,599,267 2,346,316 38.46 可決
第 9案 福島と周辺 4県の農産品・食料品の輸
入禁止を維持する
7,791,856 2,231,425 39.44 可決
第10案 民法の婚姻規定は男女一人ずつの関係
に限定するべき
7,658,008 2,907,429 38.76 可決
第11案 義務教育で「性別平等教育法」に基づ
く性的少数者教育をすべきでない
7,083,379 3,419,624 35.85 可決
第12案 民法の婚姻規定と別の形で同性カップ
ルの権益を認める
6,401,748 4,072,471 32.40 可決
第13案 「台湾」の名義で国際体育大会や東京
オリンピックに参加する
4,763,086 5,774,556 24.11 否決
第14案 民法上の婚姻により，同性カップルの
婚姻関係を保障する
3,382,286 6,949,697 17.12 否決
第15案 「性別平等教育法」に義務教育での性
や性的少数者教育の実施を明記する
3,507,665 6,805,171 17.75 否決
第16案 2025年までの原発停止をうたう「電業
法」の規定を廃止する






















をみると，第 1四半期3.15％，第 2 四半期3.29％，第 3四半期2.27％，第 4四半
期1.76％であった。2018年後半からの景気減速は米中貿易戦争の影響などで顕著






































































動きに対応する形で，台湾電力は 2 月 5 日に行政院原子能委員会（原子力委員会）



































































かし，2018年 1 月 4 日，中国は台湾側と協議しないまま，使用を開始し，また空
母「遼寧」に台湾海峡を通過させた。その後も， 4月26日と 5月11日の H-6 爆
























を支援する姿勢を強めた。 1 月の M503航路問題では，ブライアン・フック国務
省上級顧問が中国側を批判した。 4 月にはアメリカ軍の台湾駐留や米台国交回復
を主張してきたジョン・ボルトンが安保担当大統領補佐官に就任した。また，中


















アメリカ議会下院， 2 月に上院で可決された。 3 月 1日，中国外交部の華春瑩報





























震災の犠牲者への追悼文や 6 月18日に大阪北部地震， 9月 6日に北海道胆振東部
地震へのお見舞いを日本語で SNS に投稿した。安倍総理もこれに返信した。





































　10月 3日，蔡英文総統は APEC 首脳会議（11月17～18日）に出席する総統特使に
張忠謀・前台湾積体電路製造董事長（会長）を任命すると発表した。張忠謀の特使





　2018年は中米のドミニカ（ 5 月 1 日）とエルサルバドル（ 8月21日），アフリカの


































































2 原発 2 号機の再稼働申請。















































































































6 月 2 日 ▼マティス米国防長官，中国による
台湾の表記変更要求を「現状の改変」と批判。
4 日 ▼漢光34号（実弾）演習，実施（～ 8 日）。
5 日 ▼台湾積体電路製造（TSMC）創業者の
張忠謀董事長，引退。





























































16日 ▼基本工賃審議委員会，2019年 1 月か









































11月 ３ 日 ▼日本政府，許勝雄金宝電子董事長，
鄭祺耀台日文化経済協会名誉会長を叙勲。
4 日 ▼ジェームズ・モリアーティAIT 理事
長，来訪（～10日）。





















３0日 ▼行政院原子能委員会，第 2 原発 1号
機の再稼働を認可。






























































































































































































　ナウル共和国 2005. 5.14 復交 2002. 7.23 断交
　パプアニューギニア 1995. 9.24 相互承認関係
　フィジー共和国 1996.10. 4 相互承認関係
ヨーロッパ（ 1カ国）
　バチカン市国 1942. 7 1972年最後の大使が離任
アフリカ（ 1カ国）












　ニカラグア共和国 1990.11. 6 復交 1985.12. 7 断交










2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
人 口（1,000人） 23,316 23,374 23,434 23,492 23,539 23,571 23,589
労 働 力 人 口（同上） 11,341 11,445 11,535 11,638 11,727 11,795 11,874
消費者物価上昇率（％） 1.93 0.79 1.20 -0.30 1.39 0.62 1.35
失 業 率（％） 4.24 4.18 3.96 3.78 3.92 3.76 3.71




2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
民 間 消 費 支 出 8,035 8,248 8,589 8,756 9,034 9,265 9,550
政 府 消 費 支 出 2,254 2,243 2,343 2,346 2,463 2,462 2,579
総 固 定 資 本 形 成 3,282 3,379 3,494 3,493 3,589 3,584 3,731
在 庫 増 減 22 -19 27 20 -27 -41 60
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 10,345 10,580 11,254 10,776 10,771 11,357 11,867
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 9,252 9,200 9,595 8,620 8,654 9,125 10,010
国 内 総 生 産（GDP） 14,687 15,231 16,112 16,771 17,176 17,501 17,777
海 外 純 要 素 所 得 454 424 471 531 530 464 319




2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
全 産 業 14,163 14,438 15,092 15,162 15,401 15,923 16,371 
農 林 水 産 業 238 241 245 224 202 218 223 
鉱 業 ・ 採 石 業 17 16 16 15 13 13 14 
製 造 業 4,255 4,327 4,681 4,668 4,811 5,067 5,236 
電 気 ･ ガ ス 128 132 135 127 133 133 135 
水道・環境サービス 103 105 110 110 114 117 121 
建 設 業 378 381 384 381 375 373 386 
小 売 ・ 卸 売 業 2,470 2,510 2,616 2,625 2,651 2,751 2,845 
運 輸 ・ 倉 庫 業 406 437 440 438 451 477 501 
ホ テ ル ・ 飲 食 業 337 351 358 365 371 372 382 
情 報 通 信 業 476 492 508 535 555 574 583 
金 融 ・ 保 険 業 925 962 1,035 1,075 1,100 1,156 1,197 
不 動 産 業 1,234 1,270 1,296 1,322 1,333 1,355 1,376 
公共サービス・国防 1,062 1,055 1,052 1,053 1,052 1,062 1,071 
教 育 674 679 686 687 681 674 676 
そ の 他 サ ー ビ ス 業 1,460 1,479 1,532 1,550 1,571 1,592 1,639 
（＋）輸 入 税 160 167 177 179 182 191 197 
（＋）付 加 価 値 税 256 275 290 286 303 308 312 
統 計 誤 差 29 49 -28 28 51 -41 -69 
国 内 総 生 産（GDP） 14,608 14,929 15,530 15,655 15,892 16,381 16,812 






2015 2016 2017 2018
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
中 国 73,410 45,266 73,879 43,991 88,981 50,043 96,756 53,783
香 港 39,130 14,678 38,398 1,331 41,232 1,512 41,590 1,409
ア メ リ カ 34,543 29,196 33,523 28,597 36,942 30,237 39,693 34,716
日 本 19,592 38,865 19,551 40,622 20,782 41,943 23,082 44,136
韓 国 12,879 13,450 12,788 14,650 14,733 16,894 15,981 19,530
シンガポール 17,407 7,171 16,152 7,518 17,625 8,716 17,364 8,412
ド イ ツ 6,007 8,764 5,929 8,573 6,453 9,200 7,059 9,965
マ レ ー シ ア 7,197 6,733 7,815 6,281 10,369 7,182 10,602 9,245
ベ ト ナ ム 9,711 2,545 9,548 2,747 10,503 3,121 10,805 3,699
フ ィ リ ピ ン 7,514 2,095 8,660 2,204 9,593 2,378 8,942 2,493
タ イ 5,770 4,043 5,491 3,818 6,382 4,359 6,168 4,581
オーストラリア 3,440 6,858 3,087 6,089 3,102 8,219 3,595 9,556
オ ラ ン ダ 4,183 2,808 4,469 4,145 4,978 3,476 5,884 3,883
そ の 他 44,561 54,747 41,033 60,000 45,573 71,986 48,388 80,925




2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
経 常 収 支 43,168 49,872 60,438 74,883 72,779 82,839 68,262
貿 易 収 支 49,571 54,557 60,190 73,095 70,647 80,869 67,733
輸 出（FOB） 388,344 382,096 378,961 336,880 309,965 349,835 353,446
輸 入（FOB） 338,773 327,539 318,771 263,785 239,318 268,966 285,713
サ ー ビ ス 収 支 -18,381 -15,202 -11,416 -10,683 -10,349 -8,679 -6,816
受 取 34,546 36,461 41,491 40,986 41,355 45,168 50,359
支 払 52,927 51,663 52,907 51,669 51,704 53,847 57,175
第 一 次 所 得 収 支 14,593 13,520 14,457 15,854 15,645 14,758 10,671
貸 方 25,022 24,609 29,211 28,886 29,469 34,230 39,248
借 方 10,429 11,089 14,754 13,032 13,824 19,472 28,577
第 二 次 所 得 収 支 -2,615 -3,003 -2,793 -3,383 -3,164 -4,109 -3,326
資 本 勘 定 -24 67 -8 -5 -9 -12 63
金 融 勘 定 31,501 41,089 50,461 66,976 59,758 70,955 51,921
直 接 投 資（純） 9,930 10,687 9,883 12,318 8,685 8,261 11,026
証 券 投 資（純） 42,496 29,129 44,041 57,198 78,820 77,932 80,695
金融デリバティブ（純） -391 -838 -546 2,195 1,700 -503 1,638
そ の 他 投 資（純） -20,534 2,111 -2,917 -4,735 -29,447 -14,735 -41,438
誤 差 脱 漏 3,841 2,468 3,046 7,109 -2,349 595 -3,905





　 6　中央政府財政（決算ベース） （単位：100万元） 
2014 2015 2016 2017 2018 2019
歳 入 1,726,323 1,885,341 1,895,641 1,921,299 1,919,175 1,976,979
税 収 1,343,377 1,465,119 1,533,842 1,522,877 1,577,495 1,632,107
営業利益および事業収入 241,033 237,657 231,987 233,506 224,607 228,690
手数料および反則金収入 83,726 120,255 85,164 120,489 80,749 79,621
財 産 収 入 43,734 49,347 26,634 22,649 25,979 25,856
そ の 他 14,452 12,962 18,013 21,778 10,345 10,706
歳 出 1,853,972 1,896,255 1,940,603 1,930,978 1,966,862 2,022,030
一 般 政 務 費 174,191 177,153 179,700 176,006 188,371 190,539
国 防 費 291,362 305,378 309,297 305,698 315,921 329,541
教 育 科 学 文 化 費 364,762 379,708 382,721 401,751 395,391 422,832
経 済 発 展 費 269,031 258,629 266,730 256,734 235,204 248,238
社 会 福 祉 費 411,942 439,699 460,369 475,403 490,681 492,184
社区発展・環境保護費 16,148 15,911 17,457 16,437 18,346 19,463
年 金 ・ 遺 族 手 当 費 134,615 138,395 146,829 137,882 140,438 138,076
債 務 費 115,117 111,722 113,204 101,811 115,112 115,112





2014 2015 2016 2017 2018
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
全 産 業 497 10,276,570 427 10,965,485 323 9,670,732 580 9,248,862 726 8,497,730
農 林 水 産 業 0 2,693 0 2,200 2 8,000 4 16,815 6 26,037
鉱 業 ・ 採 石 業 0 17,911 0 21,539 1 9,210 0 22,703 0 0
製 造 業 243 6,579,158 210 6,485,575 149 7,112,219 225 6,435,556 293 5,975,531
建 設 業 0 43,181 0 11,848 5 67,904 17 9,634 12 57,966
卸 売 ・ 小 売 業 113 1,095,575 116 679,942 84 535,112 183 1,059,867 209 1,188,919
運 輸 ・ 倉 庫 業 3 18,807 5 42,278 1 71,974 6 37,801 9 158,425
ホテル・飲食業 9 37,776 5 14,474 4 24,424 10 22,498 9 84,798
情 報 通 信 業 26 113,267 12 116,468 9 49,335 23 64,061 33 47,106
金 融 ・ 保 険 業 33 1,658,954 24 2,785,892 20 1,362,907 15 1,073,515 26 589,043
その他サービス業 70 709,248 55 805,270 48 429,646 97 506,413 129 389,905
（注）　承認ベース。
（出所）　経済部投資審議委員会ウェブサイト（http://www.moeaic.gov.tw/）。
